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1――世界的な国際分業の進展と多国籍企業の国際展開

世界経済のグローバル化が進展する中で，世界各国の企業
についても多国籍化が進んでいる．たとえば先進国発祥の製
造業では，生産コストの高い本国から，有望なマーケットが期
待される周辺の新興国へ生産拠点をシフトし，その上で労働
集約的な一部の工程については，さらに賃金水準の低い周囲
の発展途上国へアウトソーシングを行う，といった国を跨いだ
分業体制が一般化しつつある．わが国の製造業の場合は，エ
レクトロニクスや自動車などの分野を中心に，中国や東南アジ
アのタイなどに生産拠点を移し，そこからさらに周辺諸国と国
際分業体制を構築する「チャイナ・プラス・ワン」，「タイ・プラ
ス・ワン」等の動きも盛んである．

このような国際分業が進展するためには，比較的質が高く
かつ安価な労働力の存在，通関・保税制度など法的な整備，
電力や水道など産業用インフラの整備等と並び，国際港湾・
空港，あるいは内陸部や隣国への道路・鉄道といった物流イ
ンフラの整備や，高度なサプライチェーン管理のための情報シ
ステム/インフラの整備も重要な要素である．本稿で紹介する
論文1）は，米州開発銀行（IDB）に所属する著者らによって，各
国における物流インフラ（情報インフラを含む）の整備水準が，
多国籍企業の立地に有意な影響を与えているかについて検証
されたものである．

2――産業による時間感度の違いを考慮した重力モデル

著者らは，全世界の企業を網羅するD&B（Dun & Bradstreet）
データベースから，垂直的対外直接投資（FDI）により外国に
子会社を設立しているケース（3,767サンプル）を抽出し，本国/

進出国別・産業別の子会社数を被説明変数とし，2国間の距
離や本国・進出国における物流インフラの整備状況を説明変
数とする重力モデルを構築した．ここで物流インフラの整備状
況としては，データの入手可能性などの観点から，人口で基準
化された港湾数および空港数と，情報インフラの普及指数（携
帯電話やインターネットの普及率等から算出）の3変数のみが
用いられている．著者らによれば，これまでこのような説明変
数で重力モデルを構築する場合，品目別の2国間貿易額を被
説明変数とすることが多く，著者らが対象とした子会社数のよ
うな，対外直接投資に関する変数を説明するモデルの構築例
は少ないとのことである．

もうひとつの特徴は，産業別の物流インフラへの依存度の違

いについて考慮されている点である．具体的には，Hummels 

and Schaur2），3）で提案された産業別の時間に対する感度の
関係式を用いて，産業別の時間感度係数を算出し（表―1），
時間感度が高いほど物流インフラへのニーズが高いことを 

前提に，重力モデルの説明変数のひとつとしている．ここで
Hummels and Schaurによる産業別の時間感度の算出方法
については以下の通りである．彼らは，米国貿易統計を用いて，
米国発着の国際貨物における海運と航空の機関分担実績（ド
ルベース）について，Hallak4）等で構築された「製品の質」を
考慮した貿易モデルに，質を表す変数として時間要素（輸送
時間が増えるほど質が低減する）を導入することで，輸送費と
製品の質のトレードオフとして表現するモデルを提案し，産業
別や製品の特徴（中間財や腐りやすい財の比率）に応じたパ
ラメータを推定している．Hummels and Schaurによって推
定されたパラメータは，本稿の紹介論文だけでなく，世界貿易
の分析を目的とした応用一般均衡モデル（GTAPモデル）へも
適用が検討される5）など，既に多くの論文で引用されている．

3――推計されたモデルから得られる示唆

著者らが作成した主要なモデルの推計結果を表―2に示
す．基本形であるモデル1において，物流インフラの整備状況
は，近接性（互いに国境を接しているか），植民地関係，距離と
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■表—1　著者らの算出した産業別の時間感度1）
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ともに有意な説明力を有する結果となった．また産業別の時
間感度を考慮したモデル2でも，当該変数は有意であった．さ
らにいくつかの変数を追加したモデル3，4においても，新たに
追加された本社と子会社の業種の近さや法制度の整備状況
と並び，物流インフラ整備状況や産業別時間感度も引き続き
有意であった．一方で，いずれのモデルでも，言語の共通性，
人的・物的資本，特恵貿易制度や，モデル3・4で追加された変
数のうち企業の参入障壁や一人あたりGDPなどは有意になら
なかった．また，固定効果を本国と進出国の組み合わせごとに
設定したモデル5においても，物流インフラ整備状況と産業別
時間感度の積は有意な変数となった．

次に，被説明変数である子会社数（本国/進出国の組み合
わせ別かつ産業別）がゼロのサンプルが多いことによるバイア
スを回避するため，ヘックマンの2段階推定法を適用した結果
も表―2に示す．当該国に子会社を設立するか否かを説明する
第1段階のモデルでは，言語や宗教の共通性，特恵貿易制度な
どは有意となったが，物流インフラ整備水準や産業別時間感
度は有意とはならなかった．一方，子会社の数を決める第2段
階のモデルでは，両変数は有意となった．

以上より，様々な変数の組み合わせ等を考慮した各モデル
において，物流インフラの整備水準や産業別の時間感度は有
意な説明力を有する変数となり，両者が多国籍企業の国際展
開において影響力があることを裏付ける推計結果が得られ
た．また，ヘックマンの2段階推定法による推計結果からは，
物流インフラの整備水準や産業別の時間感度は，進出国を決
定する初期の段階よりは，子会社数を増やす段階で影響する
ことが示唆される．

さらに論文中では，物流インフラの整備水準自体が多国籍
企業による投資の結果ではないかという反論的仮説について
検証するため，各国ごとに子会社数が平均以下の産業だけを
対象にモデルを構築しても同様の結果が得られることを確認
したり，距離の遠近が推計結果に及ぼす影響を見るため，3グ
ループに分けてモデルを推計し，距離の小さいグループでは
物流インフラ整備水準が有意となる一方で，距離の大きいグ
ループでは産業別時間感度が有意となる結果なども得てい
る．後者については，距離が遠いほど輸送時間が重要な要因
となるという従来の研究2），3）とも一致する結果となっている．

4――おわりに

著者らは，全世界をカバーする膨大な企業データに基づき，
多国籍企業の海外進出国における子会社設立数を説明する
対数回帰モデル（重力モデル）を構築し，多くのケースで物流
インフラの整備水準や産業別の時間感度が有意に影響するこ
とを示した．論文では，全世界をカバーする必要もあり，物流
インフラ整備水準の代理指標として，単純な港湾・空港数やイ
ンターネット・携帯電話の普及率等を用いるにとどまっており，
また外国投資実績を表す被説明変数についても，論文で用い
られている子会社数が適切かどうかなど課題もあり，今後のさ
らなる展開が期待される．一方で，現時点においても，物流イ
ンフラの整備水準が言語の共通性や特恵貿易制度などよりも
影響力が大きい可能性があり，また，最初に進出するときより
も進出国で業容を拡大する際により影響する可能性のあるこ
と，さらには，距離が遠い国同士の投資においては，物流イン
フラの整備水準よりも時間感度についての業種間の相違がよ
り重要な要因となること，等の示唆が得られており，実務にお
いて，たとえば発展途上国における物流インフラの投資効果
を検討する際などにおいても，多くの有益な示唆を含んでいる
と考えられる．
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5
ヘックマンの2段階推定モデル

第1段階(進出国の決定) 第2段階(子会社数の決定)

有意と推定
された変数 
(有 意 水 準
10%ま た は
それ以下)

・ 近接性(両国が
互いに接して
いる)(+)

・ 過去の植民地関
係(+)

・ 距離(−)
・ 物流インフラ

(+)

・ 近接性(+)
・ 過去の植民地関

係(+)
・ 距離(−)
・ 物流インフラ

(+)
・ 物流インフラx

産業別の時間
感度(+)

・ 近接性(+)
・ 過去の植民地関係(+)
・ 距離(−)
・ 物流インフラ(+)
・ 物流インフラx産業別

の時間感度(+)
・ 本社と子会社の業種の

近さ(+)
・ 法制度の整備(+)

・ 近接性(+)
・ 過去の植民地関係(+)
・ 距離(−)
・ 物流インフラ(+)
・ 物流インフラx産業別

の時間感度(+)
・ 本社と子会社の業種の

近さ(+)
・ 法制度の整備(+)

・ 近接性(+)
・ 過去の植民地関

係(+)
・ 物流インフラx

産業別の時間
感度(+)

・ 言語の共通性(+)
・ 過去の植民地関係(+)
・ 物的資本(−)およびその

産業別相違(+)
・ 特恵貿易制度の有無(+)
・ 距離(−)
・ 本社と子会社の業種の

近さ(+)
・ 宗教の共通性(+)

・ 近接性(+)
・ 言語の共通性(+)
・ 過去の植民地関係(+)
・ 物的資本(−)およびその

産業別相違(+)
・ 特恵貿易制度の有無(+)
・ 距離(−)
・ 物流インフラ(+)
・ 物流インフラx産業別の

時間感度(+)
・ 本社と子会社の業種の

近さ(+)
・ 法制度の整備(+)
・ 逆ミルズ比(+)

有意と推定
されなかっ
た変数

・ 言語の共通性
・ 教育水準(人的

資本)およびそ
の産業別相違

・ 物的資本およ 
びその産業別
相違

・ 特恵貿易制度の 
有無

・ 言語の共通性
・ 教育水準(人的

資本)およびそ
の産業別相違

・ 物的資本およ 
びその産業別
相違

・ 特恵貿易制度の 
有無

・ 言語の共通性
・ 教育水準(人的資本)お

よびその産業別相違
・ 物的資本およびその産

業別相違
・ 特恵貿易制度の有無
・ 企業の参入障壁

・ 言語の共通性
・ 教育水準(人的資本)お

よびその産業別相違
・ 物的資本およびその産

業別相違
・ 特恵貿易制度の有無
・ 企業の参入障壁
・ 一人当たりGDPx産業

別時間感度

・ 教育水準(人的
資本)およびそ
の産業別相違

・ 物的資本およ 
びその産業別
相違

・ 一 人 当 た り
GDPx産 業 別
時間感度

・ 近接性
・ 教育水準(人的資本)およ

びその産業別相違
・ 物流インフラ
・ 物流インフラx産業別の

時間感度
・ 企業の参入障壁
・ 法制度の整備
・ 一人当たりGDPx産業別

時間感度

・ 教育水準(人的資本)およ
びその産業別相違

・ 企業の参入障壁
・ 一人当たりGDPx産業別

時間感度

固定効果
・ 本国，進出国，

産業ごと
・ 本国，進出国，

産業ごと
・ 本国，進出国，産業ごと ・ 本国，進出国，産業ごと ・ 本国と進出国の

組み合わせご
と，産業ごと

・ 本国，進出国，産業ごと ・ 本国，進出国，産業ごと

決定係数 0.441 0.444 0.446 0.446 0.236 0.518

■表—2　本国/進出国別の立地企業数（子会社数）を説明する重力モデルの推計結果（文献1）に基づき作成）




